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[bookmark: _Toc214298189]【図表0-1　仕様書別紙（付属資料）一覧】
	No.
	資料名
	補足

	1
	2026年版介護保険サービスガイド
	現在、新潟市ホームページで公開している「介護保険サービスガイド」最新版のPDFファイル。

	2
	（仮称）新潟市介護保険ガイドブック設置予定場所
	（仮称）新潟市介護保険ガイドブックを設置する予定の本市施設の場所を一覧化したもの。

	3
4
	新潟市広告掲載基準
新潟市広告掲載要綱
	市が保有する公有財産、物品、印刷物等を広告媒体として有効に活用し、市の新たな財源を確保することにより、市民サービスの向上及び地域経済の活性化を図ることを目的としたもの。
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[bookmark: _Toc214298190]本業務の概要
[bookmark: _Toc214298191]業務の名称
（仮称）新潟市介護保険ガイドブック官民協働発行業務（以下「本業務」という。）
[bookmark: _Toc214298192]業務の種別
広告付き冊子の企画・編集・印刷・納入
[bookmark: _Toc214298193]本業務の目的
本業務は、介護保険サービスを必要とする市民やその家族等を対象として、介護保険制度の仕組みやサービスの内容・利用手続、市内の介護サービス事業所・施設に関する情報を一冊にまとめた「（仮称）新潟市介護保険ガイドブック」を官民連携により作成し、介護に直面した際の情報収集に係る負担を軽減するとともに、自身や家族の状況に応じたサービスの選択及び円滑な利用を支援することを目的とする。
なお、本市では、介護保険制度やサービスの内容を分かりやすく周知し、市民の円滑なサービス利用を支援するため、現在「介護保険サービスガイド」を発行している。事業者は、その掲載内容を基本として、市内の介護サービス事業所・施設情報の充実を図るとともに、市民が必要な情報を探しやすく、制度の理解から具体的なサービスの利用につなげられるよう、掲載内容及び構成を工夫して本冊子を作成すること。
[bookmark: _Toc214298194]協定締結
本業務の実施にあたり、公募型プロポーザル方式により選定した事業者（以下「事業者」という。）と本市の間で、本書の記載および事業者の提案内容（本市との協議を踏まえ、本市が承認したもの）に基づき、「（仮称）新潟市介護保険ガイドブック官民協働発行業務協定書」（以下「本協定書」という。）を締結する。
なお、協定締結期間は、締結後から3年間とする。
[bookmark: _Toc214298195]費用負担等
本市は、本業務において、一切の予算措置・費用負担を行わない。事業者が本業務に係る企画・編集・印刷・配送等のすべての費用を負担すること。
なお、本業務で作成する「（仮称）新潟市介護保険ガイドブック」には、介護保険制度の利用者の暮らしに関わる広告を掲載し、その掲載料は事業者に帰属する。ただし、広告掲載が予定数に達しない場合であっても、事業者の責任において本業務を履行すること。
[bookmark: _Toc214298196]納入時期
初回納入を令和9年3月末日までとする。なお、納入期日および以降の納入時期は、事業者決定後、本市と協議のうえ決定する。
[bookmark: _Toc214298197]納入場所
本市が指定する場所とし、別紙2「（仮称）新潟市介護保険ガイドブック設置予定場所」に記載の場所への直接の納入を予定している。
[bookmark: _Toc214298198]方針・要件など
[bookmark: _Toc214298199]本市の体制
本市側は、新潟市高齢者支援課が主体となり、その責任者が本業務の管理監督を担う。
[bookmark: _Toc214298200]事業者要件
事業者は、次の【図表1】に記載の要件を満たしていること。
[bookmark: _Toc214298201]【図表 1事業者要件】
	項目
	要件

	新潟市入札参加資格者名簿
	事業者は、「新潟市入札参加資格者名簿」に掲載された委託の区分で登録された者であること、または、本業務にかかる公募型プロポーザル実施要領に記載の要件を満たすこと。

	本業務の習熟度
	事業者は、行政手続など掲載内容が多岐に渡る本業務の遂行のために必要な知識・条件を習熟している者を従事させること。

	プロジェクト管理
	事業者は、本業務が円滑に進行するために、スケジュール・進捗・要員・セキュリティなど一連のプロセスを管理する担当者を選任すること。


[bookmark: _Toc214298202]（仮称）新潟市介護保険ガイドブックの要件
本業務で作成する「（仮称）新潟市介護保険ガイドブック」は、次の【図表2】に記載の要件を満たしていること。
なお、ページ数や発行部数などの詳細は、本市と事業者との協議により決定する。
[bookmark: _Toc214298203]【図表 2（仮称）新潟市介護保険ガイドブック要件】
	項目
	要件

	名称
	（仮称）新潟市介護保険ガイドブック
※正式名称は事業者決定後に協議して決定します。

	規格等
	（1）大きさ：A4判
（2）色　数：表紙及び裏表紙　　　　　　4色
　　 　　　　制度案内パンフレット部分　2色
　　　 　　　事業所・施設リスト部分　　1色
　　　　 　　広告掲載ページ　　　　　　4色

	内容
	別紙1「介護保険サービスガイド」の内容を基本とし、新潟市の介護保険制度等の総合案内及び新潟市内介護サービス事業者・施設のリストを掲載し、介護保険の利用者にとって必要な情報をまとめた冊子

	文字等
	10.5ポイント以上（読者が判別しやすい文字）
横書き

	ページ数（想定）
	170ページ程度（表紙・裏表紙含む）

	発行部数（想定）
	35,000部／年
（参考：令和8年度「介護保険サービスガイド」発行部数 35,000部）
なお、完成データについては、本市HP掲載のため、PDF版も提供すること。
※事業者リスト部分のデータについては、適宜協議の上提供とする。
※初年度以降の発行部数は、適宜協議の上決定する。

	発行周期
	年1回

	配布期間
	（予定）冊子完成（令和９年３月末頃）～令和１０年３月
※無くなり次第終了

	配布方法等
	１．冊子
（1）対象者
　　要介護認定等を受け、介護保険サービスを使用する
市民とその家族及び関係者
（2）配布場所
　　別紙2「（仮称）新潟市介護保険ガイドブック設置予
定場所」を想定している。
２．データ（PDF版）
　　本市HPに掲載

	広告の内容
	次の「広告の掲載要件」を遵守すること。

	納入期限
	令和９年３月３１日


[bookmark: _Toc214298204]
広告掲載の要件
本業務で作成する「（仮称）新潟市介護保険ガイドブック」の広告掲載は、別紙3「新潟市広告掲載要綱」・別紙4「新潟市広告掲載基準」の規定に沿ったものとし、次の【図表3】に記載の要件を満たすこと。


[bookmark: _Toc214298205]【図表 3広告掲載の要件】
	項目
	要件

	広告媒体の種類
	印刷物（（仮称）新潟市介護保険ガイドブック）

	広告の規格
	広告内容は、介護保険制度の利用者の暮らしに関わるものとする。
広告のサイズや掲載順は事業者の任意とする。
なお、広告媒体の利用用途を鑑み、市内に事業所等を有し、本市内で主に事業を行っている企業等を優先すること。

	掲載位置
	・表紙裏
・裏表紙、裏表紙裏
・広告掲載ページ（ページ数については、事業者決定後に協議して決定します。）

	掲載料
	算定方法や徴収の方法を含め、事業者の任意とする。

	広告の募集方法及び選定方法
	事業者は、広告主の募集・広告の制作・収入など全般の管理を行うこと。
なお、本市は、「新潟市広告掲載基準」第6条に記載のとおり、掲載する広告内容等の審査を行う。事業者は、掲載にあたり、掲載内容および「新潟市広告掲載基準」および独自に定めた基準に沿っていることを確認した結果を本市へ提示し、本市の承認を得ること。本市が広告媒体に不適切と判断した場合、本市から差し替えを指示する場合がある。
また、広告の差し替えを行う場合も同様に本市の承認を得ること。

	その他
	・広告原稿内に広告であることを明記すること。
・広告主の名称及び連絡先を明記すること。
・割引価格を表示する場合は、対象となる元の価格の根拠を明示すること。
・比較広告は、主張内容が客観的に実証（根拠が明示）されていること。
・肖像権や著作権等の無断使用が行われていないか確認すること。
・広告の掲載にあたっては、掲載される広告の商品・広告主を本市が推奨しているものでない旨（例：広告内容と新潟市とは直接関係ありません　等）を記載すること。
・その他以下に掲げる広告は掲載できない。
〇墓地、葬儀、遺産相続、遺言信託関係事業者


[bookmark: _Toc214298206]本業務の内容
[bookmark: _Toc214298207]業務の範囲
本業務の概要と想定する作業分担は、【図表4】に記載のとおり。詳細は、本市と協議のうえ、適宜調整を行うこと。
[bookmark: _Toc214298208]【図表 4業務概要と作業分担（想定）】
	業務の概要
	作業分担

	
	本市
	事業者

	１計画策定・管理
	
	○

	２原稿作成
	（ア）行政窓口での手続きの案内の内容確認など
	○
	

	
	（イ）広告掲載の募集・選定
	
	○

	
	（ウ）広告掲載の審査
	○
	△

	
	（エ）とりまとめ
	
	○

	３印刷
	（ア）印刷内容確認
	○
	○

	
	（イ）印刷
	
	○

	４納品・設置
	（ア）配送
	
	○

	
	（イ）設置依頼
	○
	

	
	（ウ）在庫管理
	○
	


[bookmark: _Toc214298209]業務要件
事業者は、以下の各種要件をもとに、本業務に着手すること。
なお、本書にない事項は、詳細を本市と協議のうえ決定することとし、事業者は柔軟に対応すること。
[bookmark: _Toc214298210]全体管理要件
事業者は、本業務の履行にあたり、必要な作業を洗い出したうえで、作業工程やスケジュールを記載した業務計画書などを策定すること。
なお、本書に記載のない事項は、詳細を本市と協議のうえ決定すること。
[bookmark: _Toc510697919][bookmark: _Toc214298211]コミュニケーション管理要件
事業者は、本業務を進めるうえで必要な会議体の運営や電話やメールでの連絡・情報共有により、本市とのコミュニケーションを円滑に図ること。
· 外部ICTサービス（WEBサービス・クラウドサービス等）を活用する場合は、本市の承認を得ること。ただし、設定作業や費用負担は、事業者が責任をもって対応すること。利用にあたっては、自治体情報セキュリティ強靭化対策による本市職員のインターネットの利用条件を考慮すること。
· 電話など口頭で協議した内容のうち、決定事項・課題・Todo等の記録しておくべき事項は、事業者側がまとめ、後日本市担当者とメール等で共有すること。
[bookmark: _Toc510697920][bookmark: _Toc214298212]要員管理
[bookmark: _Toc214298213]作業体制の構築・維持
事業者は、本業務に従事する要員について、実施するために必要な知識・能力を有する者を配置すること。
[bookmark: _Toc214298214]事業者以外の者の作業
事業者は、業務遂行上のやむを得ない等の理由により、事業者以外の者に作業を実施させる必要がある場合は、本市へ相手先名称や当該作業内容などを示し、本市の承諾を受けること。
なお、本市の承諾を受けるまでは、事業者以外の者が関与する一切の作業、および、事業者以外の者が本業務の責任者及び本市との直接の窓口になる者になることを認めない。
また、事業者以外の者に作業を実施させて問題などが発生した場合は、事業者が責任をもって対処すること。
[bookmark: _Toc510697925][bookmark: _Toc214298215]情報セキュリティ要件
事業者は、必要に応じて「情報セキュリティに関する要求事項」及び「個人情報取扱特記事項」などを定め、本市との合意事項を遵守すること。
[bookmark: _Toc510697926][bookmark: _Toc214298216]業務の引継ぎに関する要件
[bookmark: _Toc214298217]業務の引継ぎ
事業者は、本業務の全部若しくは一部の解除等の理由により、本業務の遂行が不可能となる場合には、本市の指示のもと、本市が継続して本業務の遂行ができるよう必要な措置を講じたうえで、経緯や手順など引き継ぐべき事項をドキュメント化し、被引継者に移行する作業の支援を行うこと。
なお、業務引き継ぎに伴いデータファイルの引き渡しなどが発生する場合、対象データを汎用的なデータ形式（CSV等）に変換し提供すること。さらにファイル・データレイアウト等の資料を提供し、本市及び引継ぎを受ける者に対して誠意を持って協力すること。
[bookmark: _Toc214298218]引継ぎ実施にあたっての本市との調整事項
事業者は、引継ぐべき業務の内容を詳細に記録した業務引継書等のドキュメントを作成し、本市に提出すること。
[bookmark: _Toc510697927][bookmark: _Toc214298219]その他留意事項
[bookmark: _Toc510697930][bookmark: _Toc214298220]法令等の順守
事業者は、本業務の履行にあたり、業務責任者の責任において、事業者配下の作業従事者に対し、本書及び協定書で定める事項、関係法令および本市の条例、規則、要綱などを十分に遵守・理解するよう徹底させること。
[bookmark: _Toc446854335][bookmark: _Toc446856738][bookmark: _Toc446578499][bookmark: _Toc510697931][bookmark: _Toc214298221]権利関係の取り扱い
本業務の実施により知的財産権のいっさいの移転はないものとし、詳細は、本市との協定事項に基づき運用するものとする。
なお、事業者は、本業務の実施に際し、第三者の肖像権、所有権、著作権等の知的財産権を侵害しないこと。第三者の著作物を使用する場合は、事業者の負担で著作権処理を行うこと。これらを怠ったことにより、第三者の権利を侵害したときは、事業者はその責任の一切を負うこと。
[bookmark: _Toc447713334][bookmark: _Toc447723627][bookmark: _Toc447725601][bookmark: _Toc446578506][bookmark: _Toc510697938][bookmark: _Toc214298222]疑義の解釈
本業務を遂行する上で新たに発生した事項については、本市及び事業者が十分な協議を行ったうえで、本市および事業者で協議のうえ決定する。
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裏表紙（空白）


